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 ３ 各表中、負の値となるものは値の前に「△」を付してある。 

 ４ 文中で用いるポイントは、パーセント又は指数の差引数値である。 
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令和７年度高砂市健全化判断比率及び資金不足比率の審査意見の提出について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定によ

り、審査に付された令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について審

査したので、次のとおり意見を提出します｡ 
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令和７年度 高砂市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 

 

第１ 審査の対象 

 令和７年度健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定基礎となる事項を記載

した書類 

 なお、各比率の対象となる会計は次のとおりである。 

 

実質赤字

比 率

連結実質

赤字比率

実質公債

費 比 率

将来負担

比 率

資金不足

比 率

一般

会計等

国 民 健康 保険 事業 特別 会計

後期高齢者医療事業特別会計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

一部事務組合・広域連合

地方公社・第三セクター等

一般会計等以外の特別会

計のうち、公営企業に係

る特別会計以外の会計

健 全 化 判 断 比 率 等 の 対 象 と な る 会 計 等

一 般 会 計

公営企業に係る特別会
計（法適用）

その他

の特別

会計

区 分

 

 

第２ 審査の期間 

 自 令和８年 ７月１７日 

 至 令和８年 ８月１７日 

 

 

第３ 審査の方法 

令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定基礎とな

る事項を記載した書類が正確に作成され、各比率が適正に算定されているかどうかに

ついて、算定基礎となる事項を記載した書類と歳入歳出決算書、同付属書類及び証書

類を照合するとともに、関係職員の説明を聴取して、審査を実施した。 

 

 

第４ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率については適正に算定され、その

算定基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認めら

れた。 

以下、審査の概要について述べる。 
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１ 健全化判断比率 

比率名 令和７年度 令和６年度 増減 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 － － － 12.21 20.00

連結実質赤字 比率 － － － 17.21 30.00

実 質 公 債 費 比 率 4.4 4.9 △ 0.5 25.0 35.00

将 来 負 担 比 率 41.6 45.6 △ 4.0 350.0

（単位：％）

 
（注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質赤字額及び連結実質赤字額がない場合は「－」で 

表示している。 

 

地方公共団体は、上記の健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合（当

該健全化判断比率のいずれかが財政再生基準以上である場合を除く。）、財政健全化計画を

定めなければならない。本市においては、すべての比率において早期健全化基準未満であ

った。 

 （１）実質赤字比率では、実質赤字額は生じていないため算出されていない。 

 （２）連結実質赤字比率では、連結実質赤字額は生じていないため算出されていない。 

 （３）実質公債費比率は 4.4％で、早期健全化基準(25.0％)を下回っている。 

 （４）将来負担比率は 41.6％で、早期健全化基準(350.0％)を下回っている。 

なお、実質赤字比率及び連結実質赤字比率の早期健全化基準については、次の算定式に

よる。 

（１）実質赤字比率早期健全化基準（標準財政規模が 200 億円以上 500 億円未満の団体） 

＝（（標準財政規模＋1,000 億円）÷（120×標準財政規模）×100＋20）÷2＝12.21 

（２）連結実質赤字比率早期健全化基準＝実質赤字比率早期健全化基準＋5＝17.21 

 

２ 資金不足比率 

（単位：％）

会 計 名 令和７年度 令和６年度 増減 経営健全化基準

水 道 事 業 会 計 － － -

工 業 用 水 道 事 業 会 計 － － -

下 水 道 事 業 会 計 － － -

病 院 事 業 会 計 － － -

20.0

 
（注）資金不足比率については、資金不足額がない場合は「－」で表示している。 

 

地方公共団体は、公営企業において資金不足比率が経営健全化基準以上である場合、経

営健全化計画を定めなければならない。 

資金不足比率は、公営企業ごとの資金の不足額の事業規模に対する比率である。 

水道事業会計、工業用水道事業会計、下水道事業会計及び病院事業会計では、資金不足

額は生じていないため、資金不足比率は算出されていない。 
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３ 健全化判断比率の状況 

（１）実質赤字比率 

 実質赤字比率は、次のとおりである。 

令和７年度 令和６年度 増減 増減率

歳入総額 ① 43,855,391 41,156,419 2,698,972 6.6

歳出総額 ② 43,407,571 40,475,542 2,932,029 7.2

歳入歳出差引額 ①－②＝③ 447,820 680,877 △ 233,057 △ 34.2

翌年度に繰り越すべき財源 ④ 33,422 7,072 26,350 372.6

一般会計等実質収支額 ③－④＝Ａ 414,398 673,805 △ 259,407 △ 38.5

標準財政規模 Ｂ 23,264,031 22,523,175 740,856 3.3

－ － －

（算定上の比率 Ａ／Ｂ×１００） (△1.78) (△2.99) (1.21)

項　　　目

（単位：千円、％）

実質赤字比率

 

（注）翌年度に繰り越すべき財源④：事業繰越等により翌年度のために必要とされる財源を繰り越したもの。 

繰越額から未収入特定財源を除いたものと等しい。 

(  )内の数値は、実質黒字比率を負数で表示している。 

 

［算定式］ 

実質赤字比率       ＝ 
一般会計等実質赤字額 

標準財政規模 

実質赤字額        ＝   歳入総額－歳出総額－翌年度に繰り越すべき財源 

 

実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率であ

る。 

令和７年度の実質収支額は 414,398 千円の黒字となり、実質赤字額がないことから、実

質赤字比率は「－」で表示している。 

実質赤字比率を算定上の数値で示すと、令和７年度は△1.78％であり、前年度に比べ

1.21 ポイント上昇（悪化）している。これは、標準財政規模が前年度に比べ 740,856 千円

（3.3％）増加し、及び一般会計等実質収支額が前年度に比べ 259,407 千円（38.5％）減少

したためである。 
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当年度各会計別の実質収支額の内容は、次のとおりである。 

 

　　　　　（単位：千円）

43,855,391 43,407,571 447,820 33,422 414,398

43,855,391 43,407,571 447,820 33,422 414,398

一 般 会 計

合　　　　計

一 般 会 計 等 の 実 質 収 支 額 Ａ

　　　          区 分

 会計別

歳入総額

①

歳出総額

②

形 式 収 支 額

③ = ① - ②

翌年度に繰り越
す べ き 財 源

④

実 質 収 支 額

Ａ = ③ - ④

 

 

前年度と比較した標準財政規模は、次のとおりである。 

 

項　　　目 令和７年度 令和６年度 増減 増減率

標 準 税 収 入 額 等 19,070,545 18,124,192 946,353 5.2

普 通 交 付 税 額 4,193,486 4,282,353 △ 88,867 △ 2.1

臨 時 財 政 対 策 債 発 行 可 能 額 0 116,630 △ 116,630 △ 100.0

合　　　計 23,264,031 22,523,175 740,856 3.3

標 準 財 政 規 模 Ｂ

（単位：千円、％）

 

 

健全化判断比率の各比率の算定にあたり、その分母の基となる標準財政規模は、標準的

な一般財源の規模を示すもので、臨時財政対策債発行可能額を含んでいる。 

令和７年度の標準財政規模は、23,264,031千円で、前年度に比べて 740,856千円（3.3％）

増加している。これは、臨時財政対策債発行可能額が 116,630 千円及び普通交付税額が

88,867千円それぞれ減少した一方で、標準税収入額等が 946,353千円増加したためである。 
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（２）連結実質赤字比率 

 連結実質赤字比率は、次のとおりである。 

項　　　目 令和７年度 令和６年度 増減 増減率

一般会計　　　　　　　　　　　　　① 414,398 673,805 △ 259,407 △ 38.5

　　実質収支額　　　　　　①　　＝Ａ 414,398 673,805 △ 259,407 △ 38.5

国民健康保険事業特別会計　　　　　② 161,026 112,783 48,243 42.8

後期高齢者医療事業特別会計　　　　③ 44,153 90,125 △ 45,972 △ 51.0

介護保険事業特別会計　　　　　　　④ 45,977 103,501 △ 57,524 △ 55.6

　　実質収支額　　　　②＋③＋④＝Ｂ 251,156 306,409 △ 55,253 △ 18.0

水道事業会計　　　　　　　　　　　⑤ 1,097,280 884,634 212,646 24.0

工業用水道事業会計　　　　　　　　⑥ 8,649 8,649 0 0.0

下水道事業会計　　　　　　　　　　⑦ 594,964 622,405 △ 27,441 △ 4.4

病院事業会計　　　　　　　　　　　⑧ 952,504 975,216 △ 22,712 △ 2.3

　　資金剰余額　　⑤＋⑥＋⑦＋⑧＝Ｃ 2,653,397 2,490,904 162,493 6.5

　　　　合　　計　　　　　Ａ＋Ｂ＋Ｃ 3,318,951 3,471,118 △ 152,167 △ 4.4

標準財政規模　　　　　　　　　　　Ｄ 23,264,031 22,523,175 740,856 3.3

連結実質赤字比率 － － －

（算定上の比率（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）／Ｄ×１００） (△14.26) (△15.41) (1.15)

連 結 実 質 赤 字 比 率

（単位：千円、％）

 

（注）(  )内の数値は、連結実質黒字比率を負数で表示している。 

 

［算定式］ 

連結実質赤字比率   ＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

連結実質赤字額    ＝ （実質赤字合計額＋資金不足額合計額） 

－（実質黒字合計額＋資金剰余額合計額） 

 

連結実質赤字比率は、全ての会計を対象とした連結実質赤字額の標準財政規模に対する

比率である。 

一般会計等、一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に係る特別会計以外の会計及び

公営企業に係る特別会計を連結ベースで算定した実質収支額は、黒字となっており、連結

実質赤字比率は、「－」で表示される。 

連結実質赤字比率を算定上の数値で示すと、令和７年度は△14.26％であり、前年度に比

べ 1.15 ポイント上昇（悪化）している。これは主に、実質収支額と資金剰余額の合計額が

前年度に比べ 152,167 千円（4.4％）減少し、及び標準財政規模の額が前年度に比べ 740,856

千円（3.3％）増加したためである。 
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実質赤字比率で算定した一般会計以外の会計別の実質収支額及び資金剰余額（資金不足

額）の状況は次のとおりである。 

 

　　　　　（単位：千円）

9,118,184 8,957,158 161,026 0 161,026

1,837,208 1,793,055 44,153 0 44,153

7,926,404 7,880,427 45,977 0 45,977

18,881,796 18,630,640 251,156 0 251,156

後期高齢者医療事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

合　　　　計

特 別 会 計 （ 一 般 会 計 等 以 外 ） の 実 質 収 支 額 Ｂ

　　　            区 分

 会計別

歳入総額

(A)

歳出総額

(B)

形 式 収 支 額

(C)=(A)-(B)

翌年度に繰り越
す べ き 財 源

(D)

実 質 収 支 額

(E)=(C)-(D)

 

 

　　　　　（単位：千円）

2,156,090 0 1,058,810 0 1,097,280

167,863 0 159,214 0 8,649

1,055,107 0 460,143 0 594,964

1,732,473 0 779,969 0 952,504

5,111,533 0 2,458,136 0 2,653,397

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

合　　　　計

公 営 企 業 会 計 に お け る 資 金 剰 余 額 （ 資 金 不 足 額 ） Ｃ

　　　         区 分

 会計別

流動資産等

(A)

流動負債等

(C)

算 入 地 方 債
の 現 在 高

(D)

資 金 剰 余 額
( △ 資 金 不 足 額 )
(E)=(A)+(B)-(C)-(D)

下 水 道 事 業 会 計

解消可能資金
不 足 額

(B)

 

（注）流動資産等   流動資産－控除財源－控除額等 

    流動負債等   流動負債－控除企業債等－控除未払金等－控除額等 
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（３）実質公債費比率 

 実質公債費比率は、次のとおりである。 

令和７年度 令和６年度 令和５年度 令和４年度

地方債の元利償還金 Ａ 3,178,023 3,094,336 6,452,729 3,216,420

準 元 利 償 還 金 Ｂ 1,857,375 1,867,580 1,860,706 1,980,567

特 定 財 源 Ｃ 1,194,773 1,105,922 4,155,614 1,021,836

算 入 公 債 費 等 Ｄ 3,085,721 3,080,233 3,108,923 3,175,064

標 準 財 政 規 模 Ｅ 23,264,031 22,523,175 22,103,401 21,676,947

5,035,398 4,961,916 8,313,435 5,196,987

4,280,494 4,186,155 7,264,537 4,196,900

754,904 775,761 1,048,898 1,000,087

20,178,310 19,442,942 18,994,478 18,501,883

（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）

　　　（Ｅ－Ｄ）

（単位：千円、％）

実質公債費比率

項　　　目

Ａ＋Ｂ

Ｃ＋Ｄ

（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）

5.52

4.9

4.4

×１００
3.98

Ｅ－Ｄ

実質公債費比率（単年度）

3.74

実質公債費比率
（３カ年平均）

5.40

 

（注）算入公債費等Ｄ：元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額。以下の表について同じ。 

［算定式］ 

 

 

実質公債費比率 ＝ 

(地方債の元利償還金＋準元利償還金)－ 

 (特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 

標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 

 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模

に対する比率である。 

令和５年度から令和７年度までの３カ年平均の実質公債費比率は、前年度から 0.5 ポイ

ント低下（改善）し、4.4％となった。これは令和７年度単年度の実質公債費比率が、令和

４年度単年度の比率を下回ったことによるものである。 

令和７年度の単年度の比率をみると、前年度から 0.24 ポイント低下（改善）し、3.74％

となった。これは、地方債の元利償還金Ａと準元利償還金Ｂの合計から特定財源Ｃと算入

公債費等Ｄの合計を引いた額が前年度と比べて 20,857 千円（2.7%）減少し、標準財政規模

Ｅ－算入公債費等Ｄが前年度と比べて 735,368 千円（3.8%）増加したためである。 
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（４）将来負担比率 

 将来負担比率は、次のとおりである。 

 

令和７年度 令和６年度 増減 増減率

60,616,235 61,968,527 △ 1,352,292 △ 2.2

39,716,765 40,279,473 △ 562,708 △ 1.4

0 0 0 -

15,159,423 15,960,882 △ 801,459 △ 5.0

0 0 0 -

5,740,047 5,728,172 11,875 0.2

0 0 0 -

0 0 0 -

0 0 0 -

52,209,766 53,085,152 △ 875,386 △ 1.6

12,275,576 11,406,525 869,051 7.6

8,220,105 8,377,957 △ 157,852 △ 1.9

うち都市計画税収 8,036,900 8,161,582 △ 124,682 △ 1.5

31,714,085 33,300,670 △ 1,586,585 △ 4.8

23,264,031 22,523,175 740,856 3.3

3,085,721 3,080,233 5,488 0.2

8,406,469 8,883,375 △ 476,906 △ 5.4

20,178,310 19,442,942 735,368 3.8Ｃ－Ｄ

将 来 負 担 比 率

（Ａ－Ｂ）／（Ｃ－Ｄ）×１００
41.6

項　　　目

将来負担額　　　　　　　　　　　Ａ

地方債の現在高　　　　　　　　①

債務負担行為に基づく支出予定額②

公営企業債等繰入見込額　　　　③

将 来 負 担 比 率

（単位：千円、％）

組合負担等見込額　　　　　　　④

退職手当負担見込額　　　　　　⑤

△ 4.0

設立法人の負債額等負担見込額　⑥

充当可能財源等　　　　　　　　　Ｂ

充当可能基金　　　　　　　　　⑨

充当可能特定歳入　　　　　　　⑩

基準財政需要額算入見込額　　　⑪

45.6

標準財政規模　　　　　　　　　　Ｃ

連結実質赤字額　　　　　　　　⑦

組合連結実質赤字額負担見込額　⑧

算入公債費等　　　　　　　　　　Ｄ

Ａ－Ｂ

 

［算定式］ 

将来負担比率 ＝ 
将来負担額－充当可能財源等 

標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額) 

 

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比

率である。 

令和７年度の将来負担比率は、前年度から 4.0 ポイント低下（改善）し、41.6％となっ

ている。これは、将来負担額Ａ－充当可能財源等Ｂが前年度に比べ 476,906 千円（5.4%）

減少し、標準財政規模Ｃ－算入公債費等Ｄが前年度に比べ 735,368 千円（3.8%）増加した

ためである。 
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将来負担額は、前年度に比べ 1,352,292 千円減少しているが、これは、主に地方債の現

在高で 562,708 千円及び公営企業債等繰入見込額で 801,459 千円がそれぞれ減少したため

である。 

 

 

４ 資金不足比率の状況 

 

［算定式］ 

資金不足比率  ＝ 
資金の不足額 

事業の規模 

 

資金の不足額  ＝  （流動負債－控除企業債等－控除未払金等－控除額等） 

           ＋算入地方債の現在高－（流動資産－控除財源－控除額等） 

           －解消可能資金不足額 

 

事業の規模   ＝  営業収益の額－受託工事収益の額 

 

資金不足比率とは、公営企業の資金不足額を公営企業の事業規模である料金収入の規模

と比較して指標化し、経営状況の深刻化を示すもので、この比率が高くなるほど、料金収

入で資金不足を解消するのが難しくなることから、公営企業としての経営状況の判断指標

として算定される。 

この比率が経営健全化基準(20.0％)以上である場合、経営健全化計画を策定しなければ

ならない。 
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（１）水道事業会計 

  令和７年度の資金不足比率は、資金の不足額Ａが△1,097,280 千円となり、資金不足

が発生しなかったため算出されていない。 

令和７年度 令和６年度 増減 増減率

△ 1,097,280 △ 884,634 △ 212,646 24.0

1,058,810 304,808 754,002 247.4

流動負債　　　　　　　　　　　　　 ① 1,389,412 648,844 740,568 114.1

控除企業債等　　　　　　　　　　　 ② 330,602 344,036 △ 13,434 △ 3.9

控除未払金等　　　　　　　　　　　 ③ 0 0 0 -

控除額　　　　　　　　　　　　　　 ④ 0 0 0 -

その他　　　　　　　　　　　　　　 ⑤ 0 0 0 -

0 0 0 -

2,156,090 1,189,442 966,648 81.3

流動資産　　　　　　　 　　　　　　⑥ 2,156,090 1,189,442 966,648 81.3

控除財源　　　　　　　　　　　　　 ⑦ 0 0 0 -

控除額　　　　　　　　　　　　　　 ⑧ 0 0 0 -

その他　　　　　　　　　　　　　　 ⑨ 0 0 0 -

0 0 0 -

1,356,219 1,293,790 62,429 4.8

1,356,219 1,293,790 62,429 4.8

0 0 0 -

－ － －

(△ 80.9) (△ 68.4) △ 12.5

水 道 事 業 会 計

（Ａ／Ｂ×１００）

（単位：千円、％）

区　　　分

資金の不足額　　　　　　　ア＋イ－ウ－エ＝Ａ

流動負債等　　　　①－②－③－④－⑤＝ア

算入地方債の現在高　　　　　　　　　　イ　

流動資産等　　　　　　⑥－⑦－⑧＋⑨＝ウ　

解消可能資金不足額　　　　　　　　　　エ　

事業の規模　　　　　　　　　　　　オ－カ＝Ｂ

営業収益の額　　　　　　　　　　　　　オ

受託工事収益の額　　　　　　　　　　　カ

資金不足比率

（注）資金剰余額がある場合、資金の不足額は負の値で表示される。(  )内の数値は、資金剰余比率を負

数で表示した場合の比率である。以下の表について同じ。 

 

（２）工業用水道事業会計 

  令和７年度の資金不足比率は、資金の不足額Ａが△8,649 千円となり、資金不足が発

生しなかったため算出されていない。 

令和７年度 令和６年度 増減 増減率

△ 8,649 △ 8,649 0 0.0

159,214 159,353 △ 139 △ 0.1

流動負債　　　　　　　　　　　　　 ① 159,214 159,353 △ 139 △ 0.1

控除企業債等　　　　　　　　　　　 ② 0 0 0 -

控除未払金等　　　　　　　　　　　 ③ 0 0 0 -

控除額　　　　　　　　　　　　　　 ④ 0 0 0 -

その他　　　　　　　　　　　　　　 ⑤ 0 0 0 -

0 0 0 -

167,863 168,002 △ 139 △ 0.1

流動資産　　　　　　　 　　　　　　⑥ 167,863 168,002 △ 139 △ 0.1

控除財源　　　　　　　　　　　　　 ⑦ 0 0 0 -

控除額　　　　　　　　　　　　　　 ⑧ 0 0 0 -

その他　　　　　　　　　　　　　　 ⑨ 0 0 0 -

0 0 0 -

230,110 221,928 8,182 3.7

230,110 221,928 8,182 3.7

0 0 0 -

－ － －

(△ 3.8) (△ 3.9) 0.1

工 業 用 水 道 事 業 会 計

（単位：千円、％）

区　　　分

資金の不足額　　　　　　　ア＋イ－ウ－エ＝Ａ

流動負債等　　　　①－②－③－④－⑤＝ア

算入地方債の現在高　　　　　　　　　　イ　

流動資産等　　　　　　⑥－⑦－⑧＋⑨＝ウ　

解消可能資金不足額　　　　　　　　　　エ　

事業の規模　　　　　　　　　　　　オ－カ＝Ｂ

営業収益の額　　　　　　　　　　　　　オ

受託工事収益の額　　　　　　　　　　　カ

（Ａ／Ｂ×１００）

資金不足比率
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（３）下水道事業会計 

  令和７年度の資金不足比率は、資金の不足額Ａが△594,964 千円となり、資金不足が

発生しなかったため算出されていない。 

令和７年度 令和６年度 増減 増減率

△ 594,964 △ 622,405 27,441 △ 4.4

460,143 339,467 120,676 35.5

流動負債　　　　　　　　　　　　　 ① 2,407,317 2,439,417 △ 32,100 △ 1.3

控除企業債等　　　　　　　　　　　 ② 1,947,174 2,099,950 △ 152,776 △ 7.3

控除未払金等　　　　　　　　　　　 ③ 0 0 0 -

控除額　　　　　　　　　　　　　　 ④ 0 0 0 -

その他　　　　　　　　　　　　　　 ⑤ 0 0 0 -

0 0 0 -

1,055,107 961,872 93,235 9.7

流動資産　　　　　　　 　　　　　　⑥ 1,055,107 961,872 93,235 9.7

控除財源　　　　　　　　　　　　　 ⑦ 0 0 0 -

控除額　　　　　　　　　　　　　　 ⑧ 0 0 0 -

その他　　　　　　　　　　　　　　 ⑨ 0 0 0 -

0 0 0 -

2,039,936 2,096,055 △ 56,119 △ 2.7

2,039,936 2,096,055 △ 56,119 △ 2.7

0 0 0 -

－ － －

(△ 29.2) (△ 29.7) 0.5

下 水 道 事 業 会 計

（単位：千円、％）

受託工事収益の額　　　　　　　　　　　カ

（Ａ／Ｂ×１００）

区　　　分

資金の不足額　　　　　　　ア＋イ－ウ－エ＝Ａ

流動負債等　　　　①－②－③－④－⑤＝ア

算入地方債の現在高　　　　　　　　　　イ　

流動資産等　　　　　　⑥－⑦－⑧＋⑨＝ウ　

資金不足比率

解消可能資金不足額　　　　　　　　　　エ　

事業の規模　　　　　　　　　　　　オ－カ＝Ｂ

営業収益の額　　　　　　　　　　　　　オ

 

 

（４）病院事業会計 

  令和７年度の資金不足比率は、資金の不足額Ａが△952,504 千円となり、資金不足が

発生しなかったため算出されていない。 

令和７年度 令和６年度 増減 増減率

△ 952,504 △ 975,216 22,712 △ 2.3

779,969 1,181,468 △ 401,499 △ 34.0

流動負債　　　　　　　　　　　　　 ① 1,604,527 1,321,609 282,918 21.4

控除企業債等　　　　　　　　　　　 ② 824,558 140,141 684,417 488.4

控除未払金等　　　　　　　　　　　 ③ 0 0 0 -

控除額　　　　　　　　　　　　　　 ④ 0 0 0 -

その他　　　　　　　　　　　　　　 ⑤ 0 0 0 -

0 0 0 -

1,732,473 2,156,684 △ 424,211 △ 19.7

流動資産　　　　　　　 　　　　　　⑥ 1,732,473 2,156,684 △ 424,211 △ 19.7

控除財源　　　　　　　　　　　　　 ⑦ 0 0 0 -

控除額　　　　　　　　　　　　　　 ⑧ 0 0 0 -

その他　　　　　　　　　　　　　　 ⑨ 0 0 0 -

0 0 0 -

3,605,533 3,767,793 △ 162,260 △ 4.3

3,605,533 3,767,793 △ 162,260 △ 4.3

0 0 0 -

－ － －

(△ 26.4) (△ 25.9) △ 0.5

資金不足比率

受託工事収益の額　　　　　　　　　　　カ

（Ａ／Ｂ×１００）

算入地方債の現在高　　　　　　　　　　イ　

流動資産等　　　　　　⑥－⑦－⑧＋⑨＝ウ　

解消可能資金不足額　　　　　　　　　　エ　

事業の規模　　　　　　　　　　　　オ－カ＝Ｂ

営業収益の額　　　　　　　　　　　　　オ

病 院 事 業 会 計

（単位：千円、％）

区　　　分

資金の不足額　　　　　　　ア＋イ－ウ－エ＝Ａ

流動負債等　　　　①－②－③－④－⑤＝ア
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む す び 

 

以上のとおり、令和７年度の健全化判断比率及び資金不足比率は、いずれも地方公共団

体の財政の健全化に関する法律に規定する早期健全化基準及び経営健全化基準を下回って

いる。しかし、これらの比率が同法に定める基準以下となっていることだけをもって、当

市の財政・経営の健全性が保証されるものではない。 

令和７年度の決算において、一般会計等の実質収支額は 414,398 千円となっており、実

質赤字比率は「－」（黒字）となっている。 

また、一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に係る特別会計以外の会計の実質収支

額は 251,156 千円、法適用公営企業会計の資金剰余額は 2,653,397 千円であり、連結実質

赤字比率の対象となる会計全体の実質収支額と資金剰余額の合計は 3,318,951 千円となっ

ており、連結実質赤字比率は「－」（黒字）となっている。 

実質公債費比率（３カ年平均）は前年度の 4.9％から 4.4％に低下（改善）している。こ

れは３カ年平均であることから、令和７年度単年度の実質公債費比率が、前年度に算入さ

れていた令和４度単年度の比率を下回ったことによるものである。また、将来負担比率に

ついては、41.6％と前年度の 45.6％から 4.0 ポイント低下（改善）している。 

公営企業４会計では、資金剰余額が、水道事業会計で 1,097,280 千円、工業用水道事業

会計で 8,649 千円、下水道事業会計で 594,964 千円及び病院事業会計で 952,504 千円それ

ぞれ生じており、資金不足比率は算出されていない。 

令和７年度決算においては、将来の財政状況に対する危機感からの努力により多くの数

値で改善が見られることは評価に値するものではあるが、高砂市民病院及び文化会館の移

転建替え、「高砂市新たな学校づくり推進計画」に基づく学校の改修・建替え、その他多く

の公共施設の老朽化対策にかかる費用負担が今後のしかかってくる。このほか、物価高騰

による事業費の増加、金利上昇による公債費負担の増加、人口減による税収の減少等、将

来の財政に対する不安材料は枚挙に暇がなく、今後もさらに厳しい財政運営が予測される。 

健全で持続可能な財政運営を行っていくためには、既存事業の費用対効果の分析を行い、

効果の実証ができない事業の見直し及び取捨選択をより一層進めるべきである。改めて高

砂市の現状を全職員で共有し、限られた財源の中で最大の効果・効率を発揮できる施策の

実施を期待するところである。 
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参考資料 

 用語説明 

 

(1)健全化判断比率 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４つの財政指

標の総称である。地方公共団体は、この健全化判断比率のいずれかが一定基準以上とな

った場合には、財政健全化計画又は財政再生計画を策定し、財政の健全化を図らなけれ

ばならない。健全化判断比率は、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するものであ

るとともに、他団体と比較することなどにより、当該団体の財政状況を客観的に表す意

義を持つものである。 

 

(2)実質赤字比率 

当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比

率である。福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を

指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえる。 

 

(3)連結実質赤字比率 

公営企業会計を含む当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の

不足額の標準財政規模に対する比率である。すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方

公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪

化の度合いを示す指標ともいえる。 

 

(4)実質公債費比率 

当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政

規模を基本とした額(※)に対する比率である。借入金(地方債)の返済額及びこれに準じ

る額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標ともいえる。財政健全化法の実質

公債費比率は、起債に協議を要する団体と許可を要する団体の判定に用いられる地方財

政法の実質公債費比率と同じである。 

(※)標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額（将来

負担比率において同じ。）。 

 

(5)将来負担比率 

地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体

の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額(※)に対

する比率である。地方公共団体の一般会計等の借入金(地方債)や将来支払っていく可能

性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示

す指標ともいえる。 
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(6)資金不足比率 

当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率で

ある。公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指

標化し、経営状態の悪化の度合いを示す指標ともいえる。 

 

(7)標準財政規模 

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示

すもので、標準税収入額等に普通交付税額及び臨時財政対策債の発行可能額を加算した

額である。 

 

(8)資金の不足額 

公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもので、法適用企業については流動負

債の額から流動資産の額を控除した額を基本としている。 

 

(9)早期健全化基準 

地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況におい

て、自主的かつ計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結

実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率のそれぞれについて定められた数値で

ある。 

 

(10)財政再生基準 

地方公共団体が、財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自

主的な財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画的にその財政の健全化を図

るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のそれぞれに

ついて、早期健全化基準を超えるものとして定められた数値である。 

 

(11)経営健全化基準 

地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準とし

て、資金不足比率について定められた数値である。 


